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研究成果の概要（和文）：本研究全体の成果の概要は、以下のとおりである。（１）都市型地域ケアネットモデ
ルでは、地域包括支援センターが小学校区などを単位とする地域アセスメント（アセスメント項目としては、地
域の高齢化率および後期高齢者比率、高齢者の一人暮らし世帯比率など）を行い、地域特性にあった対応策を検
討していく。（２）都市型地域ケアネットモデルでは、一人暮らし高齢者の認知症に対する対応策として、土・
日・祝日や夜間でも対応できる相談機能や孤独死リスク・アセスメント担当機能を、地域包括支援センターなど
に付加する。

研究成果の概要（英文）：The overall results of the present study are as follows: In the urban 
community care network model, the community comprehensive support centers conduct a community 
assessment (assessment items include the aging rate of the community, the ratio of elderly people in
 the later stages of life, and the number of elderly people living alone) on a unit basis, such as 
an elementary school district; and as a measure to deal with dementia among the elderly who live 
alone, consultation functions that can be provided on weekends, holidays, and at night, as well as 
functions for assessing the risk of loneliness and death, will be added to community comprehensive 
support centers and other facilities.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
都市部において、さまざまな地域格差が存在し、社会資源の状況も大きく異なる。そのため、国の施策である地
域包括ケアシステムや新オレンジプランを都市部で円滑に推進していくためには、地域特性や社会資源の違いを
分析していくことが必要である。地域特性等をよく考慮した上で、認知症高齢者が適切な地域生活を継続してい
くために、どのような都市型地域ネットワークが必要であるのかを本研究で明らかにした。そして、本研究で
は、ネットワークモデルの提示だけでなく、その社会的有用性についても提示した。本研究で明らかにされた内
容は、学術的・社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１． 研究開始当初の背景 

わが国の認知症高齢者施策（新オレンジプラン）においては、「認知症になっても本人の
意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」
の実現が目標とされている。そのプランでは、地域医療の整備、医療・介護サービスの連携
強化、医療・介護サービスを担う人材の育成などが掲げられている。一人暮らし高齢者が多
い都市部においては、地域での見守りやインフォーマルな支援を含む地域における社会的
なネットワークの構築が必要不可欠であるが、その施策において、そのことについては、ほ
とんど言及がなされていない。さらに、認知症初期集中支援チーム員、認知症地域支援推進
員、地域包括支援センター職員、区社会福祉協議会職員、地域の民生委員やキーパーソン等
の間でなされるネットワーク構築に関する具体的な方法や、ネットワーク構築の基本的な
手順に関する研究もほとんど存在しない。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、地域特性等をよく考慮した上で、認知症高齢者が適切な地域生活を継続
していくための都市型地域ネットに関するモデルの構築を行うことである。そして、本研究
では、モデル構築だけでなく、地域特性を考慮した複数のモデル提示を行い、その社会的有
用性の検証を行う。 
 
３．研究の方法 

本研究では、インタビュー調査を中心とする質的調査と質問票を用いた量的調査を併用
しながら 4 カ年間の調査研究を行った。前半の 2 年間は、２つの研究班（地域ネット研究
班と地域特性・指標分析研究班）に分かれて研究が行われ、適宜、合同研究会を開催し、そ
れぞれの研究班間での情報共有が行われた。後半の 2 年間は、基本的に合同研究会を中心
として研究が進められた。 
 
４．研究成果 

本研究全体の成果を以下に報告する。 
（１）大都市においては、タワーマンションや集合住宅住民の把握が難しい状況になりつつ

あるため、住民の状況把握のための具体的な方法を考えていく必要がある。 
（２）大都市では、高齢者に限らず、一人暮らし世帯が増加傾向にあり、従来のような地域

づくりや街づくりには限界がある。そのため、新たな地域づくりのモデルや一人暮らし
世帯が増加しても継続可能な街づくりのモデル化を行う必要がある。 

（３）後期高齢者の増加に伴い、後期高齢者の一人暮らし世帯に対する対応策について考え
ていくとともに、地域アセスメントを行政や地域包括支援センターが積極的に行って
いく必要がある。 

（４）一人暮らしによる「支援拒否」を含むセルフ・ネグレクトが増加傾向にあり、高齢者
によるセルフ・ネグレクトに対する対応については、さまざまな対応策を考えていく必
要がある。セルフ・ネグレクトは、その背景が多様で個別的であるため、単純なモデル
化では解決が難しいが、対応策の鍵となる事例分析から、「支援拒否」やセルフ・ネグ
レクトに対応するための基本的なガイドラインや孤独死リスク・アセスメントの指標
の作成を行う必要がある。 

（５）都市型地域ケアネットモデルでは、地域包括支援センターが小学校区などを単位とす
る地域アセスメントを行い、地域特性にあった対応策を検討していく。地域アセスメン
トにおいては、地域の高齢化率および後期高齢者比率、高齢者の一人暮らし世帯比率、
民生委員以外の地域におけるキーパーソンの有無などを指標として、適切な地域アセ
スメントが行われる。 

（６）都市型地域ケアネットモデルでは、一人暮らし高齢者の認知症に対する対応策として、



理想的には、土・日・祝日や夜間でも対応できる相談機能や孤独死リスク・アセスメン
ト担当機能を、地域包括支援センターなどに付加する。 

（７）都市型地域ケアネットモデルについては、専門職間で有用であると評価された。また、
地域ケアネットの中核的な存在である認知症初期集中支援チームによる支援は、非常
に有効であるとの評価であった。認知症初期集中支援チームの支援対象者である認知
症高齢者については、支援後に生活状況の大きな改善が見られた。そして、チームの支
援により認知症高齢者が適切な社会資源の活用を行うことができるようになっていた。
以上のことから、結論として、本研究で提示された都市型地域ネットモデルが社会的に
有用であると言える。 
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